
東京都市計画防災街区整備地区計画の変更（北区決定） 

都市計画上十条三・四丁目地区防災街区整備地区計画を次のように変更する。 

名     称  上十条三・四丁目地区防災街区整備地区計画 

位   置  ※  北区上十条三丁目、上十条四丁目各地内 

面   積  ※  約１９．６ha 

地区計画の目標 当地区は国の「地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地」及び東京都の「防災都市づくり推進

計画」による重点整備地域に位置づけられている。本計画はこうした背景を踏まえ、災害に対する安全性向上を目指し、道路や公園等

の公共施設の整備、地区特性にあわせた建築物などの構造・配置の制限、地区に隣接する広域避難場所に指定された東京家政大学・加

賀中学校一帯への避難機能の確保等、防災機能の向上と土地の合理的かつ健全な利用を図ることで、下町の情緒あふれる既存のまちを

再生し、「にぎわいとやすらぎを奏でるまち」の実現を目標とする。 
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土地利用の方針 「にぎわいとやすらぎを奏でるまち」の実現を図るため、地区特性に応じて土地利用の方針を次のように定める。 

１．幹線道路沿道地区（Ａ・Ｂ） 

  環状七号線沿道の幹線道路沿道地区Ａは、既定の北区環状七号線沿道地区計画による道路交通騒音に対する緩衝地帯の形成と併せ、

幹線道路の沿道にふさわしい適正かつ合理的な土地利用、不燃化を誘導することにより、安全な避難路の確保と骨格防災軸を形成す

る。 

  補助８５号線沿道の幹線道路沿道地区Ｂでは、適正かつ合理的な土地利用、不燃化を誘導することにより、延焼遮断帯を形成する。 

２．近隣商業地区 

  十条四間通り沿いを中心とした区域では、低中層を中心とした住宅と店舗等が調和した土地利用とともに、建築物の不燃化を誘導

することにより、地区内の防災性の向上と市街地環境の改善を図る。 

  十条仲通り商店街沿いを中心とした区域では、十条駅に通じる回遊性を活かしつつ、商店街としての土地の有効活用と不燃化を誘

導することにより、地区内の防災性の向上と市街地環境の改善を図る。 

  補助８７号線沿いを中心とした区域では、都市計画道路の整備にあわせ、低中層を中心とした住宅と店舗等が調和した土地利用と

ともに、避難経路沿道の建築物の不燃化を誘導することにより、地区内の防災性の向上を図る。 

３．住居地区 

  狭あい道路が多く、木造住宅等が密集した住居地区では、低中層を中心とした住宅地として土地利用を誘導し、敷地の細分化防止

や隣棟間隔の確保、建築物の不燃化、共同建て替えの促進等により、地区内の防災性の向上と居住環境の改善を図る。 

　変更計画書
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地区施設及び地区

防災施設の整備の

方針 

地区の防災性の向上と居住環境の改善を図るため、地区施設及び地区防災施設を以下の方針に基づいて定める。 

１．大規模火災時の延焼防止や避難場所への安全な避難行動を支えるため、特定防災機能の確保に資する道路を地区防災道路に位置づ

け、整備を図る。 

２．地区防災道路を補完し、火災発生時の円滑な避難、延焼の拡大防止と良好な居住環境の形成を図るために必要な道路のうち、地区

防災道路に準じ、かつ平常時の安全な歩行空間を提供するものを防災生活道路に、その他のものを区画道路として地区施設に位置づ

け、道路のネットワーク化を図る。 

３．日常時のゆとり空間であり居住環境の維持・向上のみならず、災害発生時の防災活動の拠点に資する公園等は、地区施設に位置づ

け防災機能を維持する。 

建築物等の整備の

方針 

良好な居住環境の形成と防災性能の向上を図るため、地区の特性に応じて、以下の事項を定める。 

１．建築物の構造に関する防火上必要な制限       ２．建築物等の用途の制限 

３．敷地面積の最低限度                ４．壁面の位置の制限 

５．壁面後退区域における工作物の設置の制限      ６．垣又はさくの構造の制限 

その他当該区域の

整備、開発及び保

全に関する方針 

緑豊かな居住環境の形成を図るため、地区内では生け垣の設置や敷地内の緑化を積極的に推進する。 

地
区
防
災
施
設
の
区
域 

種類 名称 幅員 延長 面積 備考 

道路 地区防災道路１号 ７．２ｍ～７．３ｍ 約７０ｍ 約５１０㎡ 既設 

地区防災道路２号※ ６．９ｍ～１５．０ｍ 約３２０ｍ 約２，５２０㎡ 既設（十条四間通り） 

地区防災道路３号※ ６．０ｍ～１２．８ｍ 約１３０ｍ 約１，３４５㎡ 既設         

地区防災道路４号※ ８．８ｍ～９．１ｍ 約１４５ｍ 約１，２７０㎡ 既設         

地区防災道路５号 ６．６ｍ～７．２ｍ 約３５０ｍ 約２，２５０㎡ 既設 

計 約０．８ha 
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位置 北区上十条三丁目、四丁目各地内 

面積 約１８．８ha 
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道路 名称 幅員（全幅） 延長 備考 

防災生活道路１号 ６．０ｍ 約１３０ｍ 拡幅 

区画道路１号 ２．０ｍ（４．０ｍ） 約１３０ｍ 拡幅 

区画道路２号 ４．０ｍ 約１２０ｍ 拡幅 

区画道路３号 ４．０ｍ～７．４ｍ 約２００ｍ 既設（４．０ｍに満たない部分は拡幅） 

公園 名称 規模 備考 

公園１号 約８５㎡ 既設（上十条四丁目まちかど広場） 

公園２号 約１１５㎡ 既設（上四虹ひろば） 

公園３号 約４５０㎡ 既設（上十条四丁目児童遊園） 

公園４号 約１１５㎡ 既設（上十条三丁目まちかど広場） 

公園５号 約８０㎡ 既設（上十条三丁目防災ふれあい広場） 
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地区の

区 分 

名称 
幹線道路 

沿道地区Ａ 

幹線道路 

沿道地区Ｂ 
近隣商業地区 住居地区 

面積 約２．３ha 約４．５ha 約２．６ha 約９．４ha 

建築物の構造に関

する防火上必要な

制限 

－ 

準防火地域内における建築物は、以下のとおりとする。 

１．延べ面積が５００㎡を超える建築物は、耐火建築物又

は壁、柱、床その他の建築物の部分及び外壁開口部設備

が建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下

「令」という。）第１３６条の２第一号イ若しくはロに定

める技術的基準に適合するもので、建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号。以下「法」という。）第６１条の規

定に基づき国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの

若しくは国土交通大臣の認定を受けたものとする。 



２．延べ面積が５００㎡以下の建築物は耐火建築物、準耐

火建築物又は壁、柱、床その他の建築物の部分及び外壁

開口部設備が令第１３６条の２第一号イ若しくはロ、第

二号イ若しくはロ若しくは第五号に定める技術的基準に

適合するもので、法第６１条の規定に基づき国土交通大

臣が定めた構造方法を用いるもの若しくは国土交通大臣

の認定を受けたものとする。 

３．上記に１、２にかかわらず次の各号のいずれかに該当

するものはこの限りでない。 

１）門又は塀で、高さ２ｍ以下のもの 

２）建築物（木造建築物等を除く。）に附属するもの 

３）法第３条第２項の規定により上記１、２の適用を受

けない建築物を増築し、又は改築する場合において、

当該部分の床面積の合計（同一敷地内に２以上建築物

がある場合においては、増築又は改築する部分の床面

積の合計）が５０㎡を超えず、当該部分における階数

が２以下であるもの（当該部分の外壁及び軒裏が、防

火構造であること。） 

４）法第３条第２項の規定により上記１、２の適用を受

けない建築物の大規模の修繕、大規模の模様替又は用

途を変更するもの 

５）建築物が準防火地域と防火地域にわたる場合におい

て、その全部について防火地域内の建築物に関する規

定を適用するもの 

建築物等の用途の

制限 ※ 

健全な市街地の発展を図る上から、次に掲げるものは建築してはならない。 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号。以下「風営法」という。）第２条



第１項第１号から第３号まで、第６項第１号から第５号まで及び第９項に掲げるもの 

― 法別表第２（に）項第４号に規定するホテル又は旅館 

― 

 法別表第２（に）項第３

号に規定するボーリング場

等の運動施設 

建築物の敷地面積

の最低限度 

８０㎡ ６５㎡ 

ただし、次の各号のいずれかに該当する本規定に適合しない土地については、その全部を一つの敷地として使用する場

合、この限りではない。 

 １）本地区計画の都市計画決定の告示日において、現に建築物の敷地として使用されている土地又は現に存する所有

権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用することとなる土地 

 ２）都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１４項に規定する公共施設の整備により分割された土地 

 ３）同上公共施設の整備により代替地として譲渡された土地 

壁面の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、以下に掲げる通り計画図に示す道路からの位置を超えて建築してはならない。 

１．防災生活道路１号は、計画道路中心から３．０ｍ 

２．区画道路１号、２号、３号は法の道路中心から３．０ｍ（ただし、床面積に算入されない出窓の外壁等は除く。） 

― 建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から隣地境界線

までの距離は、０．４ｍ以

上（ただし、床面積に算入

されない出窓の外壁等は除

く。）としなければならな

い。 

壁面後退区域にお

ける工作物の設置

の制限 

壁面の位置の制限が定められた区域のうち防災生活道路１号となる部分には、塀、さく、広告物、看板、自動販売機等

の工作物を設置してはならない。 



垣又はさくの構造

の制限 

道路に面して垣、さくを設ける場合は、震災時の倒壊危険防止や緑化の観点から、生け垣又は透視可能なフェンスとす

る。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りではない。 

１）高さ０．５ｍ以下のブロック塀その他これに類するもの 

２）法令等の制限上やむを得ないもの 

                                                            ※は知事同意事項 

「防災街区整備地区計画の区域、地区防災施設の区域、防災街区整備地区整備計画の地区の区分及び地区施設の配置並びに壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり。」 

（理由） 東京都建築安全条例（昭和２５年条例第８９号）の一部改正に伴う規制の整備を行うため、防災街区整備地区計画を変更する。 
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